
■議案第１００号 
地方税法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に

ついて 

【要旨】 

 平成２５年度税制改正において、国税では、延滞税・利子税・還付加算金について、

現在の低金利の状況に合わせ引下げが行われました。 

 この国税の見直しに合わせ、地方税についても、地方税法の一部を改正する法律（平

成２５年法律第３号）によって同様の見直しが行われており、施行日は平成２６年１

月１日とされています。 

 自治体の税外収入については、地方自治法第２３１条の３の規定により条例によっ

て手数料や延滞金を徴収できますが、この延滞金は、解釈上、地方税の延滞金と同額

にすることが適当とされていることから、関係する例規について、地方税法の一部改

正にあわせた改正を行うものです。 

 

【改正を行う条例】 

・四万十町督促手数料及び延滞金徴収条例 

・四万十町分担金徴収条例 

・四万十町介護保険条例 

・四万十町後期高齢者医療条例 

 

【改正の内容】 

 延滞金に係る規定について、地方税における延滞金の割合の特例の見直しに係る改

正と同様の改正を行います。 

 

●現在の延滞金の割合 

 １４．６％ 又は ７．３％ 

 

●改正後の延滞金の割合 

 ① 年１４．６％の割合の延滞金 

  当該特例基準割合（貸出約定平均金利＋１％）に年７．３％を加算した割合 

  （例：貸出約定平均金利が１．０％の場合） 

    １．０％＋１％＋７．３％＝９．３％ 

 ※ 貸出約定平均金利：金融機関の貸出金利について、月末における約定利率別貸

出残高をウエイトとして加重平均によって算出されたもので財務大臣が告示す

る。 

 ② 年７．３％の割合の延滞金 

  当該特例基準割合に年１％を加算した割合（上限７．３％） 

  （例：貸出約定平均金利が１．０％の場合） 

    １．０％＋１％＋１％＝３％ 



【新旧対照表】 

四万十町督促手数料及び延滞金徴収条例 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１・２ （略） １・２ （略） 

（延滞金の割合の特例）  

３ 当分の間、第３条に規定する延滞金の年

14.6 パーセントの割合及び年 7.3 パーセン

トの割合は、同条の規定にかかわらず、各年

の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措

置法（昭和 32 年法律第 26 号）第 93 条第２

項の規定により告示された割合に年１パー

セントの割合を加算した割合をいう。以下こ

の項において同じ。）が年 7.3 パーセントの

割合に満たない場合には、その年（以下この

項において「特例基準割合適用年」という。）

中においては、年 14.6 パーセントの割合に

あっては当該特例基準割合適用年における

特例基準割合に年 7.3 パーセントの割合を

加算した割合とし、年 7.3 パーセントの割合

にあっては当該特例基準割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合（当該加算した割

合が年 7.3 パーセントの割合を超える場合

には、年 7.3 パーセントの割合）とする。 

 

 

四万十町分担金徴収条例 

改正後 改正前 

（延滞金） （延滞金） 

第７条 町長は、受益者が分担金の全部又は一

部を納付期限までに納付しなかったときは、

延滞金を徴収する。 

第７条 町長は、受益者が分担金の全部又は一

部を納付期限までに納付しなかったときは、

町税徴収の例により延滞金を徴収する。 

２ 延滞金の額は、納付すべき金額（その額に

100 円未満の端数があるとき、又はその全額

が 100円未満であるときは、その端数金額又

 

 



改正後 改正前 

はその全額を切り捨てる。）にその納期限の

翌日から納付の日までの期間に応じ、年 14.6

パーセント（当該納期限の翌日から 10 日を

経過する日までの期間については 7.3 パー

セント）の割合を乗じて計算した金額とす

る。ただし、延滞金に 10 円未満の端数があ

るとき、又は延滞金が 10 円未満であるとき

は、その端数金額又はその全額を切り捨て

る。 

附 則 附 則 

１～３ （略） １～３ （略） 

（延滞金の割合の特例）  

４ 当分の間、第７条第２項に規定する延滞金

の年 14.6 パーセントの割合及び年 7.3 パー

セントの割合は、同項の規定にかかわらず、

各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特

別措置法（昭和 32 年法律第 26 号）第 93 条

第２項の規定により告示された割合に年１

パーセントの割合を加算した割合をいう。以

下この項において同じ。）が年 7.3 パーセン

トの割合に満たない場合には、その年（以下

この項において「特例基準割合適用年」とい

う。）中においては、年 14.6 パーセントの割

合にあっては当該特例基準割合適用年にお

ける特例基準割合に年 7.3 パーセントの割

合を加算した割合とし、年 7.3パーセントの

割合にあっては当該特例基準割合に年１パ

ーセントの割合を加算した割合（当該加算し

た割合が年 7.3 パーセントの割合を超える

場合には、年 7.3パーセントの割合）とする。 

 

 

 

 

 



四万十町介護保険条例 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１～４ （略） １～４ （略） 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

５ 当分の間、第 10 条第１項に規定する延滞

金の年 14.6 パーセントの割合及び年 7.3 パ

ーセントの割合は、同項の規定にかかわら

ず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法（昭和 32 年法律第 26 号）第

93 条第２項の規定により告示された割合に

年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下この項において同じ。）が年 7.3 パ

ーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下この項において「特例基準割合適用

年」という。）中においては、年 14.6パーセ

ントの割合にあっては当該特例基準割合適

用年における特例基準割合に年 7.3 パーセ

ントの割合を加算した割合とし、年 7.3パー

セントの割合にあっては当該特例基準割合

に年１パーセントの割合を加算した割合（当

該加算した割合が年 7.3 パーセントの割合

を超える場合には、年 7.3 パーセントの割

合）とする。 

５ 当分の間、第 10 条第１項に規定する延滞

金の割合については、同項中「年 7.3パーセ

ント」とあるのは、「年 7.3 パーセント（各

年の特例基準割合（各年の前年の 11月 30日

を経過する時における日本銀行法（平成９年

法律第 89号）第 15条第１項第１号の規定に

より定められる商業手形の基準割引率に年

４パーセントの割合を加算した割合をい

う。）が年 7.3 パーセントの割合に満たない

場合には、その年中においては、当該特例基

準割合（当該割合に 0.1パーセント未満の端

数があるときは、これを切り捨てる。））」と

する。 

 

四万十町後期高齢者医療条例 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（延滞金の割合の特例） （延滞金の割合の特例） 

第３条 当分の間、第６条第１項に規定する延

滞金の年 14.6 パーセントの割合及び年 7.3

パーセントの割合は、同項の規定にかかわら

ず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法（昭和 32 年法律第 26 号）第

第３条 当分の間、第６条第１項に規定する延

滞金の割合については、同項中「年 7.3パー

セント」とあるのは、「年 7.3パーセント（各

年の特例基準割合（各年の前年の 11月 30日

を経過する時における日本銀行法（平成９年



改正後 改正前 

93 条第２項の規定により告示された割合に

年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下この項において同じ。）が年 7.3 パ

ーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下この項において「特例基準割合適用

年」という。）中においては、年 14.6パーセ

ントの割合にあっては当該特例基準割合適

用年における特例基準割合に年 7.3 パーセ

ントの割合を加算した割合とし、年 7.3パー

セントの割合にあっては当該特例基準割合

に年１パーセントの割合を加算した割合（当

該加算した割合が年 7.3 パーセントの割合

を超える場合には、年 7.3 パーセントの割

合）とする。 

法律第 89号）第 15条第１項第１号の規定に

より定められる商業手形の基準割引率に年

４パーセントの割合を加算した割合をい

う。）が年 7.3 パーセントの割合に満たない

場合には、その年中においては、当該特例基

準割合（当該割合に 0.1パーセント未満の端

数があるときは、これを切り捨てる。））」と

する。 

 


